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1 計算書類等

Ⅱ 財産の状況

（1）貸借対照表 
	 （単位：百万円）

科　　  目 平成 28 年度末
（平成29年3月31日現在）

平成 29 年度末
（平成30年3月31日現在） 科  　　目 平成 28 年度末

（平成29年3月31日現在）
平成 29 年度末

（平成30年3月31日現在）

（資産の部） （負債の部）

現金及び預貯金 15,196 20,795 保険契約準備金 13,427 11,933

現 金 − 0 支 払 備 金 5,382 4,458

預 貯 金 15,196 20,795 責 任 準 備 金 8,045 7,475

有 価 証 券 7,127 2,001 そ の 他 負 債 2,279 2,200

国 債 7,027 2,001 再 保 険 借 4 4

そ の 他 の 証 券 100 − 未 払 法 人 税 等 135 198

有形固定資産 204 188 預 り 金 8 5

建 物 18 16 未 払 金 1,072 988

その他の有形固定資産 185 171 仮 受 金 1,059 1,003

そ の 他 資 産 909 895 退職給付引当金 258 280

再 保 険 貸 − 8 賞 与 引 当 金 97 98

未 収 金 667 658 役員賞与引当金 5 4

未 収 収 益 2 1 特別法上の準備金 41 20

預 託 金 171 171 価格変動準備金 41 20

仮 払 金 68 54 負債の部合計 16,110 14,537

繰 延 税 金 資 産 258 219 （純資産の部）

資 本 金 19,000 19,000

資 本 剰 余 金 19,000 19,000

資 本 準 備 金 19,000 19,000

利 益 剰 余 金 △ 30,423 △ 28,437

その他利益剰余金 △ 30,423 △ 28,437

繰越利益剰余金 △ 30,423 △ 28,437

株主資本合計 7,576 9,562

その他有価証券評価差額金 9 0

評価・換算差額等合計 9 0

純資産の部合計 7,586 9,562

資 産 の 部 合 計 23,696 24,100 負債及び純資産の部合計 23,696 24,100
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（貸借対照表の注記）
１．　有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。

２．　有形固定資産の減価償却は定額法によっております。
（会計処理の変更）
当社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法）を採用してお
りましたが、当期より定額法に変更しております。
これは、当社が属するＳＯＭＰＯグループの有形固定資産の減価償却方法に関する会計方針が変更されたことによるものであります。
この変更による当事業年度の経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

３．　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。
破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務
者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。
今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額
を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力等を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等を債権額に乗じた額を引き当てております。
また、すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、各所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した業務監査室が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っております。

４．　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務見込額に基づいて計上しております。

５．　賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、期末における支給見込額を基準に計上しております。

６．　役員賞与引当金は、役員の賞与に充てるため、期末における支給見込額を基準に計上しております。

７．　価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。

８．　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。
なお、資産にかかる控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っております。

９．　金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項については次のとおりであります。

（１）金融商品の状況に関する事項
当社では、損害保険会社の事業が公共性、社会性の高いものであることに鑑み、安全かつ有利の原則を遵守するとともに、キャッシュフロー・マッチングの観点に
たち、極力リスクを抑制するため、預金や短期資金及び市場性のある金融商品にて資産運用を行っております。
保有する金融資産は日本国債等であり、価格変動による市場リスク及び発行体の信用状況による信用リスクを内包している他、巨大災害の発生、保険料収入の
減少などによる資金繰りの悪化や市場の混乱等によって不利な条件での資産売却や資金調達を余儀なくされる流動性リスクも内包しております。
なお、資産運用リスクの管理にあたっては、フロントオフィス、ミドルオフィス及びバックオフィスを組織的に分離することによる相互牽制機能を持たせており、ま
た、市場リスクに対する限度額の遵守状況及び各種取引の状況等について定期的に取締役会に報告を行っております。

（２）金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額
①現金及び預貯金 20,795 20,795 －
②有価証券 		2,001 		2,001 －
　　資産計 22,796 22,796 －

注．　金融商品の時価の算定方法
①現金及び預貯金
　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
②有価証券
これらの時価について、国債は日本証券業協会の公社債店頭売買参考統計値の価額によっております。その他の証券（ＭＲＦ）は短期であるため、時価
は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

10．　有形固定資産の減価償却累計額は660百万円であります。

11．　関係会社に対する金銭債権総額は7百万円、金銭債務総額は710百万円であります。

12．　繰延税金資産の総額は219百万円、繰延税金負債の総額は0百万円であります。なお、繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は以下のとおり
であります。

繰延税金資産
　税務上繰越欠損金	 519	百万円
　税務上無形固定資産	 219	百万円
　支払備金	 190	百万円
　責任準備金	 114	百万円
　退職給付引当金	 78	百万円
　その他	 66	百万円
　繰延税金資産小計	 1,188	百万円
　評価性引当額	 △968	百万円
　繰延税金資産合計	 219	百万円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金	 △0	百万円
　繰延税金負債合計	 △0	百万円
　繰延税金資産の純額	 219	百万円

13．　（１）支払備金の内訳は次のとおりであります。
　支払備金（出再支払備金控除前、ロに掲げる保険を除く）	 4,378	百万円
　同上にかかる出再支払備金	 0	百万円
　差引（イ）	 4,377	百万円
　自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ）	 80	百万円
　計（イ+ロ）	 4,458	百万円

（２）責任準備金の内訳は次のとおりであります。
　普通責任準備金（出再責任準備金控除前）	 6,632	百万円
　同上にかかる出再責任準備金	 4	百万円
　差引（イ）	 6,627	百万円
　その他の責任準備金（ロ）	 847	百万円
　計（イ+ロ）	 7,475	百万円

14．　1株当たりの純資産額は	25,165円76銭であります。
算定上の基礎である純資産の部の合計は9,562百万円、普通株式に係る期末の純資産額は9,562百万円、普通株式の期末発行済株式数は380千株であります。

15．　損害保険ジャパン日本興亜株式会社の子会社である当社およびセゾン自動車火災保険株式会社は、グループ国内損害保険事業における効率性と収益性の向上を目
指し、関係当局の認可等を前提に、平成31年7月（2019年7月）を目処として、セゾン自動車火災保険株式会社を存続会社に合併することを合意しました。

16．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（2）損益計算書
	 （単位：百万円）

 科　　目  平成 28 年度
（平成28年4月1日〜平成29年3月31日）

平成 29 年度
（平成29年4月1日〜平成30年3月31日）

経 常 収 益 14,149 13,881

保 険 引 受 収 益 14,128 13,890

正 味 収 入 保 険 料 13,312 12,386

積 立 保 険 料 等 運 用 益 10 10

支 払 備 金 戻 入 額 494 924

責 任 準 備 金 戻 入 額 310 569

資 産 運 用 収 益 △ 1 △ 10

利 息 及 び 配 当 金 収 入 8 0

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △ 10 △ 10

そ の 他 経 常 収 益 22 0

経 常 費 用 12,540 11,595

保 険 引 受 費 用 9,124 8,507

正 味 支 払 保 険 金 7,268 6,775

損 害 調 査 費 1,038 996

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 817 735

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 3,416 3,087

そ の 他 経 常 費 用 0 0

経 常 利 益 1,608 2,285

特 別 利 益 ー 21

特 別 法 上 の 準 備 金 戻 入 額 ー 21

価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額 ー 21

特 別 損 失 1 36

固 定 資 産 処 分 損 0 1

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額 1 ー

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 1 ー

事 業 構 造 改 革 費 用 ー 35

税 引 前 当 期 純 利 益 1,606 2,271

法 人 税 及 び 住 民 税 153 242

法 人 税 等 調 整 額 △ 262 42

法 人 税 等 合 計 △ 108 284

当 期 純 利 益 1,715 1,986
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（損益計算書の注記）

１．　関係会社との取引による収益総額は 26 百万円、費用総額は 209 百万円であります。

２．	（１）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。
	 収入保険料	 12,440	百万円
	 支払再保険料	 54	百万円
	 差引	 12,386	百万円

	 （２）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。
	 支払保険金	 6,804	百万円
	 回収再保険金	 29	百万円
	 差引	 6,775	百万円

	 （３）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。
	 支払諸手数料及び集金費	 735	百万円
	 出再保険手数料	 －	百万円
	 差引	 735	百万円

	 （４）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
	 支払備金繰入額（出再支払備金控除前、ロに掲げる保険を除く）	 △ 1,012	百万円
	 同上にかかる出再支払備金繰入額	 △ 94	百万円
	 差引（イ）	 △ 918	百万円
	 自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ）	 △ 5	百万円
	 計（イ+ロ）	 △ 924	百万円

	 （５）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
	 普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）	 △ 525	百万円
	 同上にかかる出再責任準備金繰入額	 △ 0	百万円
	 差引（イ）	 △ 525	百万円
	 その他の責任準備金繰入額（ロ）	 △ 44	百万円
	 計（イ+ロ）	 △ 569	百万円

	 （６）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。
	 有価証券利息・配当金	 0	百万円
	 計	 0	百万円

３．　１株当たりの当期純利益は 5,226 円 80 銭であります。
算定上の基礎である当期純利益は1,986百万円、普通株式に係る当期純利益は1,986百万円、普通株式の期中平均株式数は380千株であります。なお、
普通株主に帰属しない金額はありません。

４．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（3）キャッシュ・フロー計算書
	 （単位：百万円）

平成 28 年度
（平成28年4月 1日〜平成29年3月31日）

平成 29 年度
（平成29年4月 1日〜平成30年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 引 前 当 期 純 利 益（ △ は 損 失 ） 1,606 2,271

減 価 償 却 費 88 66

支 払 備 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） △ 494 △ 942

責任準備金の増減額（△は減少） △ 310 △ 569

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14 22

賞与引当金の増減額（△は減少） 1 △ 0

価格変動準備金の増減額（△は減少） 1 △ 21

利 息 及 び 配 当 金 収 入 △ 8 △ 0

有形固定資産関係損益（△は益） 0 1

その他資産(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は増加） △ 2 13

その他負債(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は減少） 52 △ 146

　 小 　 計 　 947 711

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 61 13

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 153 △ 175

営業活動によるキャッシュ・フロー 855 550

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の売却・償還による収入 9,000 5,000

資 産 運 用 活 動 計 9,000 5,000

（営業活動及び資産運用活動計） （ 9,855） （ 5,550）

有形固定資産の取得による支出 △ 44 △ 51

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,955 4,948

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー − −

現金及び現金同等物に係る換算差額 − −

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,810 5,498

現金及び現金同等物期首残高 5,485 15,296

現金及び現金同等物期末残高 15,296 20,795

（キャッシュ・フロー計算書の注記）
１．　現金及び現金同等物期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
	 	 （平成30年3月31日現在）
	 現金及び預貯金	 20,795	百万円
	 有価証券	 2,001	百万円
	 現金同等物以外の有価証券	 △2,001	百万円
	 現金及び現金同等物	 20,795	百万円

２．　重要な非資金取引の内容
　非資金取引について記載すべき重要なものはありません。

３．　投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを含んでおります。
４．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

科 目
年度
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（4）株主資本等変動計算書

＜平成28年度＞ （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算

差額等
合計

資本
準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 19,000 19,000 △ 32,139 5,860 29 29 5,890 

当 期 変 動 額 − 

当 期 純 利 益 − − 1,715 1,715 − − 1,715 

株 主 資 本 以
外 の 項 目 の
当期変動額（純額）

− − − − △ 19 △ 19 △ 19 

当 期 変 動 額 合 計 − − 1,715 1,715 △ 19 △ 19 1,695 

当 期 末 残 高 19,000 19,000 △ 30,423 7,576 9 9 7,586

＜平成29年度＞ （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算

差額等
合計

資本
準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 19,000 19,000 △ 30,423 7,576 9 9 7,586

当 期 変 動 額 − 

当 期 純 利 益 − − 1,986 1,986 − − 1,986

株 主 資 本 以
外 の 項 目 の
当期変動額（純額）

− − − − △ 9 △ 9 △ 9 

当 期 変 動 額 合 計 − − 1,986 1,986 △ 9 △ 9 1,976

当 期 末 残 高 19,000 19,000 △ 28,437 9,562 0 0 9,562

	

（株主資本等変動計算書の注記）
１．　発行済株式の種類及び総数	 （単位：株）

種　　類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 380,000 － － 380,000

合　　計 380,000 － － 380,000
２．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（1）破綻先債権 該当ありません。
（2）延滞債権 該当ありません。
（3）3カ月以上延滞債権 該当ありません。
（4）貸付条件緩和債権 該当ありません。

（1）破産更生債権およびこれらに準ずる債権 該当ありません。
（2）危険債権 該当ありません。
（3）要管理債権 該当ありません。
（4）正常債権 該当ありません。

2 リ ス ク 管 理 債 権

3 債 務 者 区 分 に 基 づ い て 区 分 さ れ た 債 権
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（単位：百万円）

区　　　　分 平成 28 年度末 平成 29 年度末

（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額 8,166 10,063

資本金又は基金等 7,576 9,562

価格変動準備金 41 20

危険準備金 － －

異常危険準備金 535 480

一般貸倒引当金 － －

その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益（税効果控除前） 11 0

土地の含み損益 － －

払戻積立金超過額 － －

負債性資本調達手段等 － －

払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、
マージンに算入されない額 － －

控除項目 － －

その他 － －

（Ｂ）単体リスクの合計額
　　√｛（Ｒ1＋Ｒ2）2 ＋（Ｒ3＋Ｒ4）2 ｝＋Ｒ5＋Ｒ6

1,960 1,860

一 般 保 険 リ ス ク（ Ｒ 1 ） 1,735 1,649

第 三 分 野 保 険 の 保 険リスク（ Ｒ2 ） － －

予 定 利 率 リ ス ク（ Ｒ3 ） － －

資 産 運 用 リ ス ク（ Ｒ4 ） 296 248

経 営 管 理 リ ス ク（ Ｒ5 ） 65 60

巨 大 災 害 リ ス ク（ Ｒ6 ） 134 132

（Ｃ）単体ソルベンシー・マージン比率
　　［（Ａ）／｛（Ｂ）×１／２｝］× 100 833.0% 1,081.6%

（注）　「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条（単体ソルベンシー・マージン）および第87条（単体リスク）ならびに平成８年大蔵省
告示第50号の規定に基づいて算出された比率です。	 	

4 単 体 ソ ル ベ ン シ ー ・ マ ー ジ ン 比 率



会
社
の
概
要
お
よ
び
組
織

Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

Ⅲ
健
全
な
経
営

Ⅰ
主
要
な
業
務
に
関
す
る
事
項

Ⅱ
財
産
の
状
況
　

Ⅰ

会
社
の
現
状

業
績
の
お
知
ら
せ

68 69

【単体ソルベンシー・マージン比率】
・	損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立て
ていますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危
険が発生した場合でも、十分な支払能カを保持しておく必要があります。

・	こうした「通常の予測を超える危険」（表の「（Ｂ）単体リスクの合計額」）に対して「損害保険会社が保有している資本
金・準備金等の支払余力」（表の「（Ａ）単体ソルベンシー・マージン総額」）の割合を示す指標として、保険業法等に基
づき計算されたものが、「（Ｃ）単体ソルベンシー・マージン比率」です。

・	ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、保険会社の経営の健全性を判断するため
に活用する客観的な指標のひとつですが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況
が適当である」とされています。

・	「通常の予測を超える危険」は、次に示す各種の危険の総額です。
①保険引受上の危険	 ：	 保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨

大災害に係る危険を除く）

②予定利率上の危険	 ：	 実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生
し得る危険

③資産運用上の危険	 ：	 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより
発生し得る危険等

④経営管理上の危険	 ：	 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で①〜③および⑤以外の
もの

⑤巨大災害に係る危険	 ：	 通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し
得る危険	

（一般保険リスク）
（第三分野保険の保険リスク）

（予定利率リスク）

（資産運用リスク）

（経営管理リスク）

（巨大災害リスク）
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（1）有価証券

＜平成28年度末＞
①売買目的有価証券	 該当ありません。
②満期保有目的の債券	 該当ありません。
③その他有価証券 （単位：百万円）

種　　　　類 貸借対照表
計上額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え る も の

公 社 債 7,027 7,014 13
株 式 − − −
外 国 証 券 − − −
そ の 他 − − −
小 　 計 7,027 7,014 13

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え な い も の

公 社 債 − − −
株 式 − − −
外 国 証 券 − − −
そ の 他 100 100 −
小 　 計 100 100 −

合　　　　計 7,127 7,114 13

＜平成29年度末＞
①売買目的有価証券	 該当ありません。
②満期保有目的の債券	 該当ありません。
③その他有価証券 （単位：百万円）

種　　　　類 貸借対照表
計上額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え る も の

公 社 債 2,001 2,001 0
株 式 − − −
外 国 証 券 − − −
そ の 他 − − −
小 　 計 2,001 2,001 0

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え な い も の

公 社 債 − − −
株 式 − − −
外 国 証 券 − − −
そ の 他 − − −
小 　 計 − − −

合　　　　計 2,001 2,001 0

（2）金銭の信託	 該当ありません。
（3）デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当す

　  るものを除く）	 該当ありません。
（4）保険業法に規定する金融等デリバティブ取引	 該当ありません。
（5）先物外国為替取引	 該当ありません。
（6）有価証券関連取引デリバティブ取引（（7）に掲げるものを除く）	 該当ありません。
（7）金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有

　  価証券先渡取引、外国金融商品市場における有価証券先
　  物取引と類似の取引	 該当ありません。

	
　当社の平成29年度（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）の財務諸表の適正性および作成に係る内部監
査の有効性につきましては、当社取締役社長が確認しています。

5 時 価 情 報 等

財務諸表の適正性、および財務諸表作成に係る内部監査の有効性
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